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平成２５年度６月補正予算案 

 

 

Ⅰ 規 模 

                     （債務負担行為  １億６，６４５万円） 

     一 般 会 計        △ ２８億  ７９７万円 

     特 別 会 計       △    ８，７５９万円 

     企 業 会 計       △  ７億７，４７７万円 

                     （債務負担行為  １億６，６４５万円） 

総       額         △ ３６億７，０３３万円 

 
 
 

Ⅱ 補正予算案の概要          

 

（債務負担行為 １億６，６４５万円） 

 １ 一般会計補正予算案            △２８億  ７９７万円 

       

                   （債務負担行為  １億６，６４５万円） 

（１）国の経済対策関連              ５億１，７２６万円   

 

ア 公共事業の追加              ２億８，３２５万円      

    

① 民間老人福祉施設整備補助事業           １億６，７２５万円 

県の補助内示増に伴い、民間事業者が行う特別養護老人ホーム等の建設補助

に要する経費を計上するもの。 

 

② 新門司工場資源化施設整備事業           １億１，６００万円 

旧新門司工場跡地に新門司紙パック・トレイ選別・保管施設を整備する経費

を計上するもの。 

 

 

（債務負担行為  １億６，６４５万円） 

イ 雇用の創出                １億４，６８９万円 

 

（債務負担行為  １億６，６４５万円） 

① 在宅オペレーター就業支援事業           １億４，６８９万円 

  県の子育て応援基金を活用して、在宅オペレーターを育成するための訓練を

実施する経費を計上するもの。 



２ 

 

ウ その他                    ８，７１２万円      

    

① 消費者行政活性化基金事業               ３，８３２万円 

「福岡県消費者行政活性化基金事業補助金」を活用し、相談窓口の広報等に

要する経費を計上するもの。 

 

② 理科教育設備整備事業                 ４，８８０万円 

小・中学校に理科教材・教具（実験器具等）を購入するための経費を計上す

るもの。 

 

 

（２）人件費補正               △３３億２，５２３万円  

 

ア 一般会計分              △３０億６，０４７万円      

国家公務員の給与減額支給措置等に準じた措置に伴い、職員給を補正するもの。 

 ・給与減額支給措置によるもの         △２７億６，１９６万円 

  ・退職手当水準の見直しによるもの        △２億９，８５１万円 

 

イ 特別会計に係るもの           △１億１，２６０万円      

特別会計の人件費補正に伴い、特別会計に対する一般会計からの繰出金を補正

するもの。 

 

ウ 企業会計に係るもの           △１億５，２１６万円      

企業会計の人件費補正に伴い、企業会計に対する一般会計からの負担金等を補

正するもの。 

 

 

（３）財源補正                             

 

所要財源の整理として財源補正を行うもの。 

・財政調整基金繰入金       （財源補正額  △３２億９，２４９万円） 

 

 

 

２ 特別会計補正予算案             △８，７５９万円 

 

（１）中央卸売市場特別会計              ３，６２２万円  

 

平成２５年２月に発生した火災により、被害を受けた施設の復旧に要する経費を計

上するもの。 

 



３ 

 

（２）人件費関連補正              △１億２，３８１万円   

 

国民健康保険特別会計 ほか１０会計     △１億２，３８１万円 

（うち一般会計への影響額  △１億１，２６０万円） 

国家公務員の給与減額支給措置に準じた措置に伴い、職員給等を補正するもの。 

 

 

 

３ 企業会計補正予算案           △７億７，４７７万円 

 

（１）人件費補正                △７億７，４７７万円   

 

   上水道事業会計    ほか４会計      △７億７，４７７万円 

（うち一般会計への影響額  △１億５，２１６万円） 

国家公務員の給与減額支給措置等に準じた措置に伴い、職員給を補正するもの。 

 ・給与減額支給措置によるもの          △７億２，３５０万円 

  ・退職手当水準の見直しによるもの          △５，１２７万円 

 


